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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第１四半期連結
累計期間

第66期
第１四半期連結
累計期間

第65期

会計期間
自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日

売上高 （千円） 4,056,978 4,298,600 21,564,330

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △227,822 △346,090 877,583

四半期純損失（△）又は

当期純利益
（千円） △253,548 △214,611 955,957

四半期包括利益又は包括

利益
（千円） △249,468 △190,597 966,015

純資産額 （千円） 5,623,589 6,558,076 6,838,671

総資産額 （千円） 14,299,073 14,361,936 13,924,782

１株当たり四半期純損失

金額（△）又は１株当た

り当期純利益金額

（円） △14.21 △12.03 53.57

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 38.8 45.0 48.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３．第65期第１四半期連結累計期間及び第66期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

  

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

　また、当社グループは、空間情報コンサルタント事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略し

ております。　

　なお、当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第２四半期連結会計期間に完成す

る業務の割合が大きいため、第１、第３、第４四半期連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高が増加す

る傾向にあり、それに伴い業績に季節的変動があります。

　

　（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要による下支え等により、一部回

復の兆しが見られたものの、世界経済の減速や長期化する円高進行、長引くデフレーションの影響等もあり、引き

続き不透明な状況で推移いたしました。

　当建設関連業界におきましては、震災復興関連の需要はあるものの、公共事業全体においては予算の抑制や見直

しの影響がみられ、厳しい市場環境となっております。

このような事業環境のもと、当社グループは、アライアンス企業との協働による震災復興支援業務へ積極的に対

応するとともに、レーザー計測技術と合わせ、防災・環境・GISの各コンサルティング事業について、海外・民間市

場も含め幅広く展開してまいりました。

　その結果、当第１四半期連結累計期間における業績は、受注高が51億３百万円（前年同期比6.1％増）となり、売

上高は42億98百万円（同6.0％増）となりました。

　利益面におきましては、上述のとおり売上高及び利益が第２四半期連結会計期間に集中する季節的変動の影響も

あり、営業損益は３億49百万円の損失（前年同期は２億27百万円の損失）、経常損益は３億46百万円の損失（前年

同期は２億27百万円の損失）、四半期純損益は２億14百万円の損失（前年同期は２億53百万円の損失）となりま

した。
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（受注及び販売の状況）　

　当第１四半期連結累計期間における受注及び販売の状況を示すと、次のとおりであります。

　なお、当社グループは、空間情報コンサルタント事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載に代えて

業務区分別に記載しております。

　また、当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第２四半期連結会計期間に完成

する業務の割合が大きいため、第１、第３、第４四半期連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高が増

加する傾向にあり、それに伴い業績に季節的変動があります。

　

① 受注の状況

　

前年同四半期

（自　平成23年10月１日

　　至　平成23年12月31日）

当第１四半期

（自　平成24年10月１日

　　至　平成24年12月31日）　

　

比較増減

　

業務区分
受注高

（千円）　

受注残高

（千円）　

受注高

（千円）　

受注残高

（千円）　

受注高

（千円）　

受注残高

（千円）　

　情報システム 3,137,849　 8,104,095　 3,401,886　 8,105,183　 264,037　 1,088　

　建設コンサルタント 1,672,554　 4,099,541　 1,701,622　 4,381,946　 29,067　 282,404　

合　　計 4,810,404　 12,203,636　 5,103,509　 12,487,130　 293,104　 283,493　

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

　

② 販売の状況

　

前年同四半期

（自　平成23年10月１日

　　至　平成23年12月31日）　

当第１四半期

（自　平成24年10月１日

　　至　平成24年12月31日）　

　

比較増減

　

業務区分
金額

（千円）　

構成比

（％）　

金額

（千円）　

構成比

（％）　

金額

（千円）　

増減率

（％）　

　情報システム 2,755,066　 67.9　 2,765,527　 64.3　 10,460　 0.4　

　建設コンサルタント 1,301,911　 32.1　 1,533,072　 35.7　 231,161　 17.8　

合　　計 4,056,978　 100.0　 4,298,600　 100.0　 241,621　 6.0　

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

（2）財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比較し４億37百万円増加の143億61百万円とな

りました。これは主として、受取手形及び売掛金が増加したことによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比較し７億17百万円増加の78億３百万円となりました。これは主として、短期借

入金が増加したことによるものであります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比較し２億80百万円減少の65億58百万円となりました。これは主として、利益

剰余金が減少したことによるものであります。

　

（3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、27百万円となっております。なお、当第１四半期連結累

計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,614,000 18,614,000
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であり、

単元株式数は

1,000株でありま

す。

計 18,614,000 18,614,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高
（千円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 18,614,000 － 1,673,778 － 1,197,537

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　 　768,000
－ －

（相互保有株式）

普通株式　　　 1,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　17,767,000 17,767 －

単元未満株式 普通株式　　　78,000 － －

発行済株式総数 18,614,000 － －

総株主の議決権 － 17,767 －

　　　②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）  　 　 　 　

アジア航測㈱

東京都新宿区西新宿

六丁目14番１号　新宿

グリーンタワービル

768,000 － 768,000 4.13

（相互保有株式）  　 　 　 　

㈱大設
兵庫県姫路市広畑区

蒲田四丁目140番地
1,000 － 1,000 0.01

計 － 769,000 － 769,000 4.13
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,796,377 2,610,093

受取手形及び売掛金 4,307,653 5,393,629

仕掛品 1,278,992 1,608,451

原材料及び貯蔵品 1,861 1,994

その他 651,480 804,102

貸倒引当金 △15,586 △17,586

流動資産合計 10,020,780 10,400,685

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 247,403 242,117

航空機（純額） 17,595 24,912

機械及び装置（純額） 166,689 177,075

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 161,086 164,644

土地 319,898 319,898

その他（純額） 555,935 521,046

有形固定資産合計 1,468,608 1,449,694

無形固定資産

ソフトウエア 811,472 770,960

その他 9,322 28,973

無形固定資産合計 820,794 799,934

投資その他の資産

投資有価証券 909,630 1,013,242

長期貸付金 238,374 237,999

その他 728,827 724,665

貸倒引当金 △262,233 △264,284

投資その他の資産合計 1,614,598 1,711,622

固定資産合計 3,904,002 3,961,251

資産合計 13,924,782 14,361,936
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 549,839 381,330

短期借入金 － 990,000

未払法人税等 119,075 28,938

前受金 806,855 966,952

賞与引当金 495,705 182,190

受注損失引当金 207,390 246,070

引当金 84,409 94,891

その他 1,088,154 1,147,857

流動負債合計 3,351,429 4,038,231

固定負債

退職給付引当金 3,130,695 3,200,605

その他 603,985 565,022

固定負債合計 3,734,681 3,765,628

負債合計 7,086,110 7,803,859

純資産の部

株主資本

資本金 1,673,778 1,673,778

資本剰余金 2,476,457 2,476,457

利益剰余金 2,839,860 2,536,023

自己株式 △241,445 △241,817

株主資本合計 6,748,651 6,444,442

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △6,184 20,064

その他の包括利益累計額合計 △6,184 20,064

少数株主持分 96,205 93,570

純資産合計 6,838,671 6,558,076

負債純資産合計 13,924,782 14,361,936
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年10月１日
　至　平成23年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年10月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 4,056,978 4,298,600

売上原価 3,243,782 3,554,607

売上総利益 813,196 743,993

販売費及び一般管理費 1,040,227 1,093,949

営業損失（△） △227,031 △349,955

営業外収益

受取利息 2,156 2,336

受取配当金 2,945 2,860

持分法による投資利益 1,961 1,970

その他 6,629 12,263

営業外収益合計 13,692 19,431

営業外費用

支払利息 6,424 5,402

コミットメントフィー 3,241 3,428

シンジケートローン手数料 3,750 3,750

その他 1,068 2,986

営業外費用合計 14,483 15,566

経常損失（△） △227,822 △346,090

特別利益

固定資産売却益 － 2,895

関係会社清算益 360 －

特別利益合計 360 2,895

特別損失

投資有価証券評価損 13,704 －

特別損失合計 13,704 －

税金等調整前四半期純損失（△） △241,166 △343,195

法人税等 17,820 △125,396

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △258,986 △217,799

少数株主損失（△） △5,438 △3,187

四半期純損失（△） △253,548 △214,611
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年10月１日
　至　平成23年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年10月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △258,986 △217,799

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 9,518 27,201

その他の包括利益合計 9,518 27,201

四半期包括利益 △249,468 △190,597

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △244,519 △188,362

少数株主に係る四半期包括利益 △4,948 △2,234
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年10月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

　税金費用については、原則として、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。但し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率

を使用する方法によっております。

　

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　

平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

　当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第２四半期連結会計期間に完成する業

務の割合が大きいため、第１、第３、第４四半期連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高が増加する傾

向にあり、それに伴い業績に季節的変動があります。　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであります。　

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却費 130,767千円 152,913千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年12月20日

定時株主総会
普通株式 53,542 3  平成23年９月30日 平成23年12月21日利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年12月19日

定時株主総会
普通株式 89,226 5  平成24年９月30日 平成24年12月20日利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

当社グループは、空間情報コンサルタント事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 14円21銭 12円03銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（千円） 253,548 214,611

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 253,548 214,611

普通株式の期中平均株式数（株） 17,846,597 17,843,702

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。 

 

２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

アジア航測株式会社(E04275)

四半期報告書

15/16



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月13日

アジア航測株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 櫻井　紀彰　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 河合　宏幸　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアジア航測株式会

社の平成24年10月１日から平成25年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アジア航測株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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